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平成28年 6 月 1 日平成28年 6 月 1 日

商業登記・法人登記入門 林 清忠
TEL:0568-35-7161
FAX:0568-35-7162司法書士

第4話「株式の譲渡制限」について

株式の譲渡制限に関する規定は、定款で規定し、さらに会社の登記に
その旨を登記することが必要です。例えば、「当会社の株式を譲渡する
には、取締役会の承認を受けなければならない。」などと記載されてい
るのがそれです。
これは、会社にとって好ましくない者が株主になり、会社経営の障害
となる危険性を防止するためのものです。
しかしながら、この規定は、あくまで「譲渡制限」であって、「譲渡禁
止」ではありません。もし、当該株式の譲渡承認請求を受ければ、会
社としては
　　①当該譲渡を承認する　か
　　②会社自身で買い取る　か
　　③指定買取人を指定し、その人に買い取ってもらう　か
のいずれかを選択することになります。
　①にならないように、②会社で買い取ることにしたくても、財源規制
の問題があります。
また、親しい人に頼んで③を選択しても、やはりお金がかかることです。

　さらに、注意しなければならないのは、下記の場合などには、
当該株式の譲渡が承認したものとみなされてしまいます。(会社
法第１４５条、会社法施行規則第２５条、第２６条等参照 )
Ⅰ　株式会社が承認請求の日から２週間以内に、どのようにする
のかの決定通知をしない場合（承認請求を無視したら、承認した
ことになってしまいます。）
Ⅱ　会社自身が買い取る決定をした場合、当該通知の日から４０
日以内に１株当たりの純資産額に対象株式数を乗じた金額を供託
し、請求者に通知しない場合
Ⅲ　その他法務省令で定める場合
　以上のことからも、誰を株主にするのか？　
特に新しい会社を共同出資で設立する場合には、誰が、どの割合
で出資するのか？　を慎重に考慮する必要があります。
　商業登記・法人登記の手続については、お気軽にご相談くださ
い。
次回は「会社設立の類似商号」についてお話します。

　

TEL：052-325-7160　　
FAX：052-325-7162
E-mail：astel@mbn.nifty.com

中小企業経営に活かす知的資産の活用
第11回

事業計画書と知的資産経営報告書の違い

アステル行政書士事務所　代表：丹所　美紀

❷ ❸

同
族
企
業
の
経
営
　
四
つ
の
ル
ー
ル

独
自
の
ル
ー
ル

　
ア
メ
リ
カ
を
は
じ
め
と
す
る
先
進
国
に
お
い
て
、
企
業
の
大
半
は
同
族
が
所
有
し
、
経
営
し
て
い
る
。
し
か
も
同
族
経
営
は
、

中
小
企
業
に
限
定
さ
れ
な
い
、
世
界
最
大
級
の
企
業
も
あ
る
。

　
同
族
企
業
と
他
の
企
業
の
あ
い
だ
に
、
研
究
開
発
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
、
経
理
な
ど
の
仕
事
で
違
い
が
あ
る
わ
け
で
は
な
い
。

し
か
し
「
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」
に
関
し
て
は
、
同
族
企
業
は
独
自
の
ル
ー
ル
を
必
要
と
す
る
。
そ
し
て
、
そ
の
ル
ー
ル
は
厳
し
く

守
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
さ
も
な
け
れ
ば
同
族
企
業
は
生
き
残
る
こ
と
が
で
き
ず
、
ま
し
て
や
繁
栄
な
ど
お
ぼ
つ
か
な
い
。

 

第
一
の
ル
ー
ル

　
一
族
以
外
の
者
と
比
べ
て
同
等
の
能
力
を
持
ち
、
少
な
く
と
も
同
等
以
上
に
勤
勉
に
働
く
者
で
な
い
限
り
、
同
族
企
業

　
で
働
か
せ
て
は
な
ら
な
い
。

 

第
二
の
ル
ー
ル

　
一
族
の
者
が
何
人
い
よ
う
と
、
ま
た
彼
ら
が
い
か
に
有
能
で
あ
ろ
う
と
、
ト
ッ
プ
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
ポ
ス
ト
の
一
つ

　
に
は
、
必
ず
一
族
外
の
者
を
当
て
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

第
三
の
ル
ー
ル

　
同
族
企
業
は
、
ま
っ
た
く
の
中
小
企
業
を
除
き
、
重
要
な
地
位
に
一
族
外
の
専
門
家
を
必
要
と
す
る
。

 

第
四
の
ル
ー
ル

　
同
族
企
業
は
継
承
の
決
定
を
迫
ら
れ
る
は
る
か
前
、
で
き
れ
ば
一
族
の
各
メ
ン
バ
ー
が
継
承
者
に
つ
い
て
自
分
の
考
え
を

　
も
つ
よ
う
に
な
る
前
に
、
適
切
な
仲
裁
人
を
外
部
に
見
つ
け
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

四
つ
の
ル
ー
ル
の
根
底
に
あ
る
理
念

　
リ
ー
バ
イ
・
ス
ト
ラ
ウ
ス
、
デ
ュ
ポ
ン
、
ロ
ス
チ
ャ
イ
ル
ド
の
よ
う
に
、
六
代
、
七
代
と
続
く
同
族
企
業
は
稀
で
あ
る
。

四
代
目
に
入
る
と
い
う
例
さ
え
き
わ
め
て
少
な
い
。
今
日
最
大
の
同
族
企
業
で
あ
る
イ
タ
リ
ア
の
フ
ィ
ア
ッ
ト
は
、
現
在
六
十

代
か
ら
七
十
代
と
い
う
（
執
筆
時
は
一
九
九
四
年
）、
ア
ニ
エ
リ
家
の
三
代
目
た
ち
が
経
営
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
今
か

ら
二
十
年
後
に
お
い
て
も
な
お
、
フ
ィ
ア
ッ
ト
が
同
族
企
業
で
あ
る
と
考
え
る
者
は
同
社
に
も
ほ
と
ん
ど
い
な
い
。

　
業
績
の
良
い
同
族
企
業
の
四
代
目
と
も
な
れ
ば
資
産
も
あ
る
。
優
秀
な
人
物
は
、
同
族
企
業
に
身
を
捧
げ
る
よ
り
は
自
分
の

キ
ャ
リ
ア
や
興
味
を
追
求
し
よ
う
と
す
る
。
ま
た
四
代
目
と
も
な
れ
ば
、
一
族
の
数
も
増
え
、
株
式
も
分
散
し
て
い
る
。
四
代

目
の
一
族
に
と
っ
て
、
株
式
は
も
は
や
所
有
権
で
は
な
く
、
投
資
に
す
ぎ
な
く
な
っ
て
い
る
。
そ
し
て
、
資
産
の
す
べ
て
を
同

族
企
業
と
い
う
一
つ
の
籠
の
中
に
入
れ
て
お
く
よ
り
は
投
資
先
を
分
散
し
よ
う
と
す
る
。
す
な
わ
ち
、
同
族
企
業
の
身
売
り
や

株
式
公
開
を
好
む
よ
う
に
な
る
。

　
し
か
し
、
二
代
目
や
三
代
目
に
と
っ
て
は
、
普
通
、
同
族
企
業
を
維
持
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
そ
の
同
族
企
業
そ

の
も
の
が
、
身
売
り
や
株
式
公
開
が
で
き
る
ほ
ど
成
長
し
て
い
な
い
こ
と
も
多
い
。
そ
の
よ
う
な
段
階
で
は
、
円
滑
な
同
族
に

よ
る
継
承
が
社
会
の
利
益
に
も
か
な
う
。

　
今
日
、
経
済
成
長
の
ダ
イ
ナ
ミ
ク
ス
は
、
巨
大
企
業
か
ら
中
堅
企
業
へ
と
移
行
し
つ
つ
あ
る
。
そ
し
て
、
中
堅
企
業
の
多
く

が
同
族
企
業
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
社
会
に
と
っ
て
、
同
族
企
業
を
支
援
し
、
そ
の
継
承
を
容
易
に
す
る
こ
と
が
、
起
業
家
精

神
の
観
点
か
ら
も
重
要
で
あ
る
。

　
し
か
し
こ
れ
ま
で
、
創
業
者
の
世
代
を
生
き
残
れ
る
同
族
企
業
さ
え
、
例
外
的
な
存
在
だ
っ
た
。
ま
し
て
や
、
三
代
目
に
い

た
る
も
繁
栄
し
て
い
る
も
の
は
、
き
わ
め
て
稀
で
あ
る
。

　
今
日
、
前
述
の
四
つ
の
ル
ー
ル
を
守
っ
て
い
る
同
族
企
業
は
あ
ま
り
に
少
な
い
。
い
わ
ん
や
、
そ
れ
ら
四
つ
の
ル
ー
ル
の
根

底
に
あ
る
理
念
を
理
解
し
て
い
る
同
族
企
業
は
ほ
と
ん
ど
な
い
。
そ
の
理
念
と
は
同
族
企
業
に
せ
よ
、
そ
れ
を
所
有
す
る
一
族

に
せ
よ
、
一
族
が
同
族
企
業
に
奉
仕
す
る
と
き
に
の
み
に
生
き
残
り
、
繁
栄
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
一
族

に
奉
仕
す
べ
く
経
営
し
た
の
で
は
、
同
族
企
業
も
、
一
族
も
、
生
き
残
り
繁
栄
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

「
同
族
企
業
」
と
い
う
言
葉
の
な
か
で
鍵
と
な
る
の
は
、「
同
族
」
の
ほ
う
で
は
な
い
。「
企
業
」
の
ほ
う
で
あ
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ｐ
・
Ｆ
・
ド
ラ
ッ
カ
ー
「
未
来
へ
の
決
断
」
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
社
刊
よ
り

同
族
企
業
（
上
）

図で考える人は仕事ができる 　　久桓　啓一　　　著
　　日本経済新聞社　刊

図にすれば、何でもよくわかる！　　これからは「図解思考」でいこう。
（p58）図解とは情報のデザイン
　概念的なものであれ、具体的なものであれ関係のあるもの
はすべて図解できるとも言えます。世の中に存在するものは、
なんらかの関係でつながっている。そのつながりを考えるの
が、図解という思考法です。
　そして「関係を考える」ということは、人間の思考活動の
あらゆる分野で行われていることなのです。
　たとえば、「数字で物ごとの関係をかんがえる」学問は数
学で、「天体相互の関係を考える」なら天文学です。「人と物
とお金の関係を考える」なら経済学で、「人と人、人と社会
の関係を法律によって考える」のが法律学です。さらに「自
分と世界や宇宙の関係を考える」のが哲学であり、「神との
関係を考える」のが言い方もできるでしょう宗教である、と
いう言い方もできるでしょう。
　森羅万象が関係で成り立っている。関係のない物にすら「関
係がない」という関係があります。それだけに、図解の応用
範囲はきわめて広いものがあります。人間の思考活動一切を
横断する技術だと言えるでしょう。
　仕事も関係でとらえることができます。
　仕事の場合、現在の関係を考えることが「現状理解」であ
り、それをもとに新しい関係を作り出すのが「企画」であり、
さらに自分が新しく発見した関係を伝える「伝達」です。
　図解とは情報のデザインです。そして図を描いているとき
は、情報のデザイナーになっているのです。
　デザイン（design) をドイツ語の語源で考えると、「de」
が「存在から打ち消す、離れる」で、「sein」が「ある、存
在する」ですから、現状に合わなくなったものを白紙に戻し
てもう一度組み立て直す、といった意味になります。実情に
合わないものを大胆にリストラクチャリングしていく行為だ
と言えるでしょう。
　普段、あまり意識していませんが、情報とは私たちの社会
や生活を構成しいる重要な「素材」です。情報によって社会
は動き、生活は成り立っていきます。私たちの豊かさは、「情
報」という素材をどう組み立てるかにかかっていると言える

でしょう。情報をデザインするということは、金属やプ
ラスチックを使って機械や建築物を作るのと同様、一種
の工学とすら言えます。そしてペンがあれば、身の回り
から社会のことまで、今自分が立っている地点から考え
ることができます。まさに図解こそは、新たな価値を創
造する「情報エンジニアリング（工学）」
の強力なツールです。
　「理解」「思考（創造）」「伝達」つまり、理解力が高
まり幅広い教養が身につく→それをもとに、より豊かな
知的価値を創造する→さらにその価値を多くの人と共有
し深めていく、そんな幸福なサイクルの原動力になるこ
とを、私は図解コミュニケーションに期待しているので
す。

　こんにちは。行政書士の丹所（たんしょ）です。前回は、信頼される知的資産経営報告書についてお話させていただき
ました。今回は事業計画書と知的資産経営報告書の違いについてお話しさせていただきます。

　事業計画書には、会社概要、製品サービス、市場分析、売上目標、資金計画などを記載し、主に融資を受けたり補助金
などを申請したりする際に作成します。これに対して知的資産経営報告書には、会社概要、製品サービス、決算分析を踏
まえた上での会社の強み（決算書の数字には表れにくい隠れた強みを含む）などを記載しますが、知的資産経営報告書の
用途は様々です。そのため、知的資産経営報告書は対象者と開示目的に合わせた情報を記載し、場合によって表現方法も
変えていきます。
　では事業計画書と知的資産経営報告書の違いはどのような点でしょうか？内容と外見とで比べてみたいと思います。
例えば、融資を受けたり、会社内の強みを整理して中長期計画を立てたりするために知的資産経営報告書を作成するなら
ば、事業計画書の記載内容と極めて近いものになります。これに対して、例えば、就職活動中の人に対して会社のPRを
するために知的資産経営報告書を作成するのであれば、事業計画書と比べて市場分析や資金計画などに関する記述が少な
くなり、組織内の強みに関する記述が多くなります。このように、両者を内容で比較すると、知的資産経営報告書の使い
方次第で事業計画書との違いの有無が変わってきます。
　一方、事業計画書と知的資産経営報告書は見やすさ、読みやすさの点で異なります。一般的に事業計画書は文章や表で
構成されており、堅いイメージの書類です。これに対して知的資産経営報告書は、文章、表のほかに写真、図式なども多
く使用しています。そのため、業界を知らない人でも気軽に手に取って見ることができるような工夫がなされているので
す。事業計画書と異なり、目に見えにくい会社の強みをわかりやすく伝えられる知的資産経営報告書は、社員教育、求人、
融資、経営計画立案、事業承継など様々な用途に合わせて作成することができる点で優れていると考えます。

　いかがでしょうか？少しでも多くの方に知的資産経営報告書という存在を知っていただき、必要な際に思い出していた
だければ幸いです。次回以降、知的資産経営から少し離れて、事業計画の立て方についてお話させていただきます。
ご精読ありがとうございました。


